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はじめに
　東京万国工業会議は、1929（昭和4）年10月29日から11日7日までの10日間、世界各国のエソジニ
ア671名を集めて開催された、わが国ではじめての国際的技術者会議である。同会議では、その第12
部会に科学的管理の専門部会が設けられ、世界各国の科学的管理法の専門家により、活発な議論が展
開されることとなった。
　ところで、従来の研究Dでは、この科学的管理部会について、上野陽一をはじめとするわが国の能
率研究の専門家と欧米の科学的管理論者との国際交流という側面から紹介されているにすぎず、そこ
での議論の内容について、立ち入った検討はなされていない。そのため、同部会にみる1920年代末の
国際的な科学的管理問題に対する認識が、必ずしも十分に解明されていないと思われる。
　そこで、本稿においてはまず1920年代における科学的管理運動の国際化の動きをフォローし、国際
的に科学的管理の問題がいかに認識されるにいたったかについて明らかにする。ついで、科学的管理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一129一
部会における議論の概要を紹介し、議論の焦点となった問題を検討することによって、1920年代末に
おける科学的管理問題についての国際的認識の動向を探ることとしたい。
　注1）東京万国工業会議科学的管理部会の意義についてふれた研究としては、山崎俊雄『技術史』（東洋経済
　　　新報社、1961年）と斎藤毅憲『上野陽一一人と業績』（産業能率大学出版部、1983年）があげられる。
1　科学的管理運動の国際化
　1920年代は、科学的管理運動の展開からみてその国際化の時期とみなすことができる。
　ここではそうした国際化の進展する過程をフォローするとともに、国際的な科学的管理法の普及運
動のなかでいかなる問題が重視されるにいたったかについて考察する。
　（1）国際的協議機関の設立
　科学的管理運動の国際化の動きは、早くも1920年代初頭にみられる。科学的管理法に関連する諸問
題のなかで、国際的な会議において最初にとりあげられたのは、標準化の問題であった。
　1921（大正10）年4月、わが国において農商務省に工業品規格統一調査会が設置されるのとほぼ時
を同じくして、ロンドソで欧米各国の規格統一機関の第一回理事会が開かれたのが、国際的運動の蟷
矢とみることができる1）。
　この時期までに、1901年1月に設立されたイギリス工業品規格統一協会（British　Engineering
Standards　Association）2）をはじめとして、ドイツ3）、アメリカ4）などわが国を含めた世界13ケ国で
統一規格の制定をはかる機関が設立されるおり、各国においていちおうの経験を蓄積していた。この
ロソドソでの理事会では、各国におけるそうした経験を相互に交換し、将来において、標準規格の国
際的統一をはかることが決議されたのである。さらに、1926年4月にニューヨークで、世界18ケ国の
規格統一機関の代表者を集めて開かれた会議では、前年9月のヨーロッパ数ヶ国代表による幹事会で
決議された万国統一協会　（International　Federation　of　The　National　Standardizing　Asso・
ciations，　ISA）の会則案が審議され成案を得た。その後、イギリスの同協会への不参加表明やアメ
リカの態度保留などにより、同協会の設立にいたるまで曲折を経たが、1928年10月にプラーグで開か
れた7ケ国代表委員会では、同協会の設立を望むものが15ヶ国（イギリス、アメリカは除く）に達
し、いよいよ同協会が設立されるはこびとなった。
　わが国の政府　（農商務省）etl、こうした動きにいち早く対応した。工業品規格統一調査会では、
1922（大正11）年10月の第2回総会において、前年のロソドソにおける理事会の提唱をうけて、欧米
の規格統一機関と連絡をとることを決議した。その後、1926（大正15）年4月のニューヨークでの会
議に政府（商工省）は役員を派遣し、ISAの会則案の審議に加わっている。そして、万国工業会議
開催4ケ月前の1929（昭和4）年6月には、わが国の規格統一調査会は、イギリスとアメリカにさき
がけてISAに加盟した。
　国際的な規格統一をはかる運動が形成された1920年代初頭は、わが国における科学的管理運動の範
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となるアメリカとドイツの運動が本格的展開期をむかえた時期でもある。ロソドソで規格統一に関す
る理事会が開催された1921年、アメリカでは、H．フー・ミー（H．　Hoover）が初代会長を務めた連合
技師協会（Federated　American　Engineering　Societies）の無駄排除調査会（Committee　on
Elimination　of　Waste）の調査による『産業における無駄（Waste　in　Industry）』5）カ～報告され、こ
れをもとに、商務長官フーバーによって経済活動の全般にわたる無駄排除運動（Waste　Elimination
Movement）が展開されてゆく。同年、ドイツでも、ドイツ産業合理化協会（Reichskuratorium
fUr　Wirtschaftlichkeit，　RKW）6）が設立され、同協会を活動の基軸として、あらゆる産業の合理化
をはかる運動が展開されてゆくのである。
　科学的管理運動の一環とみなされる標準化運動のみは、各国において早くも1910年代に展開し、し
かも各国の運動の主体が規格の国際的統一によって大量隼産体制の拡充をはかろうとしていたとみら
れるため、その国際化の動きも早く1920年代初頭にみられた、と考えられよう。しかし、アメリカで
無駄排除運動と呼ぽれ、ドイツで合理化運動と称せられた、幅広い領域を対象とする科学的管理法の
普及運動はようやく1920年代になってから主要国で本格的展開期をむかえることとなったため、その
国際化の動きもやや遅れることとなる。
　標準化の問題も含めた科学的管理法に関連する諸問題について討議し、そのより広い範囲への適
用をはかるための国際会議は、1924年にプラーグで開かれた。　この会議は、国際科学的管理会議
（International　Management　Congress）と呼ぽれるもので、各国で科学的管理法の普及運動の担
い手を集めて開かれたはじめての国際会議である。翌25（大正14）年にブリュッセルで開かれた第2
回会議には、当時のわが国の総合的経済団体であった日本経済連盟会と日本工業倶楽部、および経営
者団体でありかつ指導的技術者団体である工政会が加盟している。
　同会議の開催を契機に、世界各国の科学的管理運動の担い手の連絡がいっそう緊密なものとなり、
1926年には常設連絡機関として、国際科学的管理法委員会（International　Committee　of　Scientific
Management，　CIOS）が設立される。さらに翌27年2月には、国際経営協会（lnternational　Manage・
ment　Institute）が設立されるにいたる。
　第1表に示すように、国際経営協会の役員および会員のなかでは、アメリカの代表が最も多い。所
属をみると、各国の科学的管理法普及機関の代表、企業経営者、労働組合の代表、学者とはぽ広い。
さらに、国際労働局総務部（lnternational　Lal）or　Office）の代表数名と国際科学的管理法委員会の
会長が加わっていることも注目される。
　F．マウロ　（F．Mauro）によれぽ、同協会の設立の際、ボストソの20世紀財団（XX　Century
Fund）の代表であるF．フaレネ（F．　Filence）が資金援助の面で大きな役割を果たし、また設立
当初は、当時国際労働局総務部長であったA．トーマス（Albert　Thomas）の助言に負うところが
大きかったという7）。同協会の定款8）においても、協会を統轄する理事会が、20世紀財団、国際労働
局総務部および国際科学的管理法委員会のそれぞれ3名ずつの代表によって構成されることを規定し
ている。このことから、この3団体が中心となって、同協会が運営されたことがわかる。
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第1表　国際経営協会役員及び会員 （1929年10月現在）
氏　　　　　名 国　　　籍 所　　　　　属
理事会議長 Francesco　Mauroイ　　タ　　リ　　ア イタリア科学的管理協会@ENIOS）会長
理事会副議長 Hanry　S．　Dennisonア　　メ　　リ　　カ デソニスン製紙株式会社社長Q0世紀財団代表
〃 F．Soka1 ス　　　イ　　　ス 国際労働局総務部代表
協会会長 L．Urwick イ　　ギ　　リ　ス 1933年まで協会会長に専従
会　　　　員 Adamiecki ポ　ー　ラ　ソ　ド ポーランド科学的管理協会会ｷ
〃 Edward　A．　Filenceア　　メ　　リ　　カ ウィリアム・ブイレネ兄弟会ﾐ社長、20世紀財団代表
〃 ．Charles　de　Freminvilleフ　　ラ　　ン　　ス フランス管理協会会長、国際ﾈ学的管理委員会会長
〃 F．Hasa チェコスロバキア チェコスロバキア科学的管理ｦ会会長
〃 L．Jaukaux フ　　ラ　　ン　　ス 国際労働局総務部代表
〃 加　茂　正雄 日　　　　　本 東京帝国大学教授
〃 H．P．　Kenda11 ア　　メ　　リ　　カ ケソダル製粉会社社長
〃 Maurice　Lacoin フ　　ラ　　ン　　ス シトローエン株式会社常務取?
〃 Landauer ベ　　ル　　ギ　　ー 国際科学的管理委員会書記長
〃 0．H．　Larsen デ　ソ　マ　ー　ク コペソハーゲン農科大学教授
〃 C．de　madariaga ス　　ペ　　イ　　ソ スペイン科学的管理協会会長
〃 J．Mees オ　　ラ　　ソ　　ダ （銀行家）
〃 C．Mertens ベ　　ル　　ギ　　ー ベルギー組合委員会書記長
〃 G．01ivetti イ　　タ　　リ　　ア 国際労働局総務部代表
〃 C．G．　Renold イ　　ギ　　リ　ス イギリス経営調査連合会総務蝿
〃 B．Seebohm　Rowntreeイ　　ギ　　リ　ス ラウンツリー株式会社社長
〃 P．T．　Serrarens ナ　　ラ　　ソ　ダ 国際キリスト教労働組合総同ｿ書記長
〃 C．Tzant ス　　　イ　　　ス （製造業者）
〃 A．M．　Unsain アル・ゼンチン ブエノスアイレス大学教授
〃 Daniel　Warontleベ　　ル　　ギ　　ー ベルギー産業省監督官
〃 M．Wo11 ア　　メ　　リ　　カ アメリカ労働総同盟副会長
〃 Owen　D．　Yong ア　　メ　　リ　　カ GE社長、20世紀財団代表
（出典）調査資料協会編『内外調査資料』第2年第4輯（同協会、1930年）99－100ページより作成。
　このように、国際経営協会は、2つの国際機関の代表とアメリカをはじめ世界各国の科学的管理運
動の担い手を網羅しており、国際的な科学的管理運動の主軸となる組織であるとみることができよ
う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　国際的運動の主軸である同協会の役員および会員にアメリカの代表が最も多いことと、労働組合の
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代表、国際労働局総務部そして科学的管理法委員会の会長が加わっていることは国際的運動の性格を
考察するうえで、とにに留意しなけれぽならない点である。すなわちく同協会では、国際運動をすす
めるうえで、アメリカにおける経験に学びながら、とくに労働問題を重視したと考えられる。1920年
代におけるアメリカの「協調的」運動を反映して、労働問題の専門家と科学的管理法普及運動の担い
手が、相互に意見を交換して国際的運動をすすめることが、この問題の解決策を見い出すうえで肝要
であるとされたことがうかがわれよう。
　（2）、国際的な認識
　科学的管理問題についての国際的認識は、ジュネーブ国際経済会議における決議のなかでとらえる
ことができる。
　同会議は、国際経営協会が設立されてから3ヶ月後の1927年5月に50ケ国が参加して開かれた。そ
して、同会議では、はじめて「合理化」にっいての国際的決議がなされたのである。
　この決議では、「合理化」の具体的内容として、「労働の科学的組織、材料及生産品ノ標準統一、製
造行程ノ単純化及運送並販売ノ組織ノ改良」をあげ、同会議としては「合理化及科学的経営ノ有益ナ
ルヲ認メ」、各国がその実施と普及をはかるべきことを説いている9）。
　この決議において、何よりもまず「労働ノ科学的組織」があげられていることは注目されよう。国
際経営協会の会長であるL．アーウィック（L，Urwick）は、「『労働ノ科学的組織（1’organisation
scientifique　du　trvail）』という文句はフラソス語の肯肇に当った術語上の意義を有しているが、英
語でも『科学的管理』ということによってその意義がもたせられなけれぽならない筈である」lo）と述
べている。これらのことから、当時の国際的認識では、科学的管理の問題を考究する場合、「科学的
管理」すなわち「労働の科学的組織」という見解が示されるほど、労働問題が重視されていたとみら
れよう。
　「労働ノ科学的組織」についで、早くから国際化の動きのなかで重視されていた「材料及生産品ノ
標準統一、製造行程ノ単純化」が採択されていることは、この時期においても標準化の問題に対する
国際的関心が高かったことを示している。また、標準化についで、「運送並財売ノ組織ノ改良」があ
げられていることは、1920年代のアメリカやドイツの運動にみられるような科学的管理法の適用範囲
のひろがりについての国際的認識を確認するものとして注目されよう。
　このように、1920年代後半における国際的認識ではとくに労働問題と標準化の問題が重視され、科
学的管理法の適用についてもはぽひろい領域を対象として考えられるようになったとみることができ
よう。
　他方、科学的管理研究の学際的傾向も指摘できる。L．アーウィックは、「労働ノ科学的組織」をは
かるうえで、「個人心理及び団体心理の研究」が重要であることも指摘している11）。この時期までに1921
年に設立されたイギリスの国民産業心理学研究所（National　Institute　of　Industrial　Psychology）
をはじめとして、各国に産業心理学の専門機関および学会が設置され、産業心理学の国際会議も開かれ
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るようになる。また、1918年に設立されたイギリスの産業疲労調査局（Industrial　Fatigue　Research
Board）における疲労研究をはじめとして、1920年代になると、医学的見地から作業能率の問題にと
りくむ動きが各国でみられるようになる。わが国でも、1921（大正10）年に倉敷紡績に労働科学研究
所が設立され、暉峻義等を中心に医学的見地からの疲労研究がすすめられたことは周知のことであ
る。
　シュネーブ国済経済会議の4ケ月後にローマで開かれた第3回国際科学的管理会議では倫理的観点
から、作業者の心理・疲労について、討議している12）。このことからも、作業研究における医学的・
心理学的研究が国際的に認められるにいたったことが確認されよう。
　これまで述べてきたように、1920年代になるとアメリカの運動を反映するかたちで、科学的管理運
動の国際化が進展した。そうしたなかで、労働問題と標準化の問題が国際的課題として認識されるに
いたった。また、科学的管理法の適用範囲はひろがり、医学的・心理学的研究も科学的管理研究のな
かで重要なアブP一チとして認められるにいたったのである。万国工業会議科学的管理部会における
議論は、こうした国際的認識を反映してゆくこととなる。
注1）1920年代における標準化運動の展開については、吉田永助「工業品規格統一事業の概要」（農商務省工
　　務局編『工業調i査彙報』第1巻第1号、1923年）。1－28ページならびに、商工省統制局編『工業品規格統
　　一調査概況』第8版。（同局、1938年）による。
　2）設立当初は、イギリス工業品規格調査委員会という名称であったが、1918年1月にこの名称に改称して
　　いる。
　3）　ドイツ工業品規格統一協会（Normenausschuss　der　deutschen　Industrie）は1917年に設立され、ド
　　イツ技師協会（Verein　deutscher　Ingenieue）が活動の主軸となった。
　4）1918年に設立されたアメリカ規格統一協会（American　Engineering　Standard　Committee）のほか、
　　1921年に、フーパーによって商務省内に設置された標準局単一課（Division　of　Simlified　Practice，
　　Bureau　of　Standard）が、アメリカにおける代表的規格統一機関としてあげられる。
　5）報告書の概要については、権泰吉「両大戦間期アメリカ経営学の展開一管理技術論的・職能論的研究を
　　中心に一」（明治大学経営学研究所編『経営学論集』第31巻第1号、1984年）、54－56ページを参照された
　　い0
　6）設立当初は、ドイツ工業及び手工業合理化協会Reichskuratorium　fiir　Wirtschaftlichkeit　in　lndustrie
　　und　Handwerk）という名称であったが、1925年にこの名称に改めている。
　7）　F．Mauro，　The　Movement　for　Rationalization　in　Europe，　Proceedings　of　the　VVorld　Engineering
　　Congress，　Vol．　XXXVIII，　World　Engineering　Congress，1931，　p．41．
　8）同協会の定款については、調査資料協会編r内外調査資料』第2年第4輯（同協会、1930年）、95－99ペ
　　ージを参照されたい。
　9）　国際連盟協会編『国際経済会議の決議』（同協会、1928年）、118－119ページ。
　10）L．Urwick，　The　Meaning　of　Rationalization（東亜経済調査局纂訳『経済資料』第16巻第4・5号，
　　1930年）、6ページ。
　11）　同書6ページ。
　12）　工政会編『工政』第94号（同会、1927）、前2ページ。
一134　：一
皿　科学的管理部会における議論
　万国工業会議科学的管理部会には、各国の科学的管理運動の主たる担い手が集まった。ヨーロッパか
らは、国際経営協会理事会議長でありイタリア科学的管理協会（Ente　Nationale　per’10rganizza・
tione　Scientifica　del　Lavoro，　ENIOS）の会長であるF．マウロやドイツの標準化運動の担い手で
あるG．シュレジンガー（G．Schlesinger）らが、アメリカからはH．エマーソソ（H．　Emerson）
やL．M．ギルブレス（L．　M．　Gilbreth）女史らが来日した。わが国からは能率研究の専門家である
上野陽一と荒木東一郎のほかに、のちのわが国の運動の中心となってゆく伍堂卓雄や波多野貞夫らが
議論に加わっている。
　ここでは、まず部会提出論文と欧米からの参加者の地方講演のテーマにみる同部会の課題について
ふれておく。ついで同部会における主たる議論の概要を紹介し、論者の主張を吟味することとした
いo
　（1）、部会の課題
　科学的管理部会の日程と提出論文は第∬表に示している。また、部会終了後、大阪と神戸で開かれ
た部会参加者による地方講満会のテーマは第皿表に示している。
　第ll表にみられるように、まず部会初日にアメリカ人の論文発表が予定されている。また、第皿表
にみられるように、大阪と神戸における講演会では、アメリカにおける科学的管理の発展過程をテー
マとしたものが多い。これらのことから、科学的管理部会では、何よりもまず科学的管理法の母国ア
メリカにおける経験を学ぶことが課題とされていたといえよう。このことは、1920年代末においても
国際的な科学的管理法普及運動がアメリカにおける運動の担い手を中心に展開されていたことを示し
ているといえる。
　他方、第ll表に明らかなように、部会提出論文の半数は、科学的管理問題に対する医学的および心
理学的アプローチによるものである。このことは、1920年代末になって、こうしたアプローチによる
科学的管理研究が国際的によりいっそう重視されるようになったことを示しているといえよう。
　このように、科学的管理部会における研究発表は、1920年代後半の国際的な運動の動向と国際的な
管理研究の傾向を反映したものとなるのである。
　科学的管理部会において主として討論された問題を識別すると、①技術的失業（technological
unemployment）問題、②標準化問題、③医学的・心理的アプローチの3つに分けることができる。
以下において、それぞれについて議論の概要を紹介し、1920年代末における科学的管理問題に対する
各国代表の見解を吟味することとしよう。
（2）、技術的失業（technological　unemployment）問題
科学的管理法に関連する諸問題のなかで、労働問題は国際的管理運動の担い手にとって最も大きな
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第皿表　万国工業会議科学的管理部会日程および提出論文
日　付 議　　　長 論　文　著　者 名論文タイ　トル
10月30日
@（水）
@午前
F．Mauro　　　（伊）L．P．　Alford　　　　（米）Scientific　Industrial　Management
J．H．　Van　Derveter（米）Developments　and　Trends　in　Standardizedpuality　Production
10月31日
　（木）
　午前
L．M．　Gilbreth　（米）　F．　Mauro　　　The　Movement　for（伊）　　　Furope
Rationalization　in
L．Palma （伊）鵡諮a1轟。島鑑r1欝e窟、31，詣
　　　Work
11月1日
　（金）
　午前
F．Mauro（伊）　伍　堂　卓　雄 （・）器，塾鑑縢ξ謡ientif’cManage・
高　橋　孝太郎 （・喫鰭騰総縮馨翻費量の経過力’ら観
就業時間の経過に伴う酸素消費量の消長より
観たる適当な食時時刷の研究
??11 F．Mauro
J．W．　Roe
（伊）　高　峰
（米）
博
体力消耗量より観たる「リベット」作業手の
賃金配分率に就て　　　　　　　　　（※注）
（日）合込、”．d，：・，x一譲器ぎ’s錺。n雑ft唱謡茎，　t慧呈
　　　Inefficient　Personne1，　as　well　as　by　Traum・
　　　atic　Neurosis，　Neurasthenia　and　the　other
　　　Mental　Diseases
B．Petermann（独）瑠鰹灘細翻鑑盤錨゜聯
　　　chlogy
（出典）　日本工業倶楽部内万国工業会議事務所『万国工業会議報告』（昭和6年7月）61ページ。
　　　　LM．　Gilbreth，“A　Taylor　Society　Delegate’s　Report，”Yoiti　Ueno“The　Scientific
　　　　Management　Discussions”（Bulletin　of　The　Taylor　Society，　Vol．XV，　No．1），　pp．29－45．
　　　　“Proceedings　of　the　World　Engineering　Congress”，　Vol．XXXVIII（1931）より作成。
（注）　高橋孝太郎の「体力消耗量よる観たる『リベット』作業手の賃金配分率に就て」が提出さ
　　　　れたのが、11月1日（金）であるのか11月4日（月）であるのかについては確i定できなか
　　　　った。『万国工業会議報告』では、両日の提出論文数は、それぞれ3編とされている。
第皿表　産業合理化に関する地方（大阪、神戸）講演会
日　　付 講
?
テ　　　ー　　　マ
①大阪中央公会堂における講演会
（大阪府、大阪市、大阪商工会議
所、共催）
11月11日（月）F．Mauro
H．Emerson
（伊）　伊太利の立場と産業能率
（米）　近世産業発達の傾向と産業能率
11月13日（水）　M．W．　Alexander（米）　米国における産業調査組織
11月15日（金）J．W．　Roe　　　　（米）新産業革命論
L．M．　Gilbreth　　（米）　能率増進上に於ける熟練と満足? 1
②神戸県会議事堂における講演会
i工業会議神戸地方委員会主催）
11月16日（土）J．W，　Roe　　　（米）
k．M．　Gilbreth　　（米）
新産業革命論
¥率増進と労働熟練及満足
（出典）　『産業合理化に関する講演集』（大阪府、大阪市、大阪商工会議所、昭和4年10月）
　　　　『万国工業会議記念講演録』（神戸商工会議所、昭和4年12月）
課題となっていたのであり、そうした運動の担い手が参加した科学的管理部会においては、新しい機
械・技術の導入と失業の関係という技術的失業問題が議論のなかでの焦点となった。
この失業の問題は、部会初日にG，シュレジソガーによって口火が切られた。L．　P．アルフォード
（L．P．　Alford）のアメリカにおける科学的管理法の発展過程を要約した論文がJ．　W．ローエ（J．　W。
一136一
?
Roe）によって代読されたのち、シュレジソガーは日本の問題にふれ、「日本の工場においては、かな
りの非能率がみられ、とくに不要な労働者が多い。もしこれらの工場に科学的管理法が適用されると
すれぽ、失業の発生は避けられない。」1）と述べた。しかし、部会にとって重要な課題となっていたこ
の問題についての立ち入った討論は、マウロの論文が提出される2日目の部会までまたれることとな
った。
　2日目の部会で、マウロは、ヨーロッパ各国における科学的管理運動の展開とその国際化の動きに
ついて概説した。そのなかで、マウロは、技術的失業の問題がヨーロッパ各国では深刻にうけとめら
れているが、イタリーではその対策にとりくみ、ある程度解決しつつあることを報告した。この問題
は、Lパルマ’iL．　Palma）2）の報告でも指摘され、この日の部会討論の主題となった。
　技術的失業問題に対する見方について、部会討論の通訳をした上野陽一は、のちに「アメリカの代
表者は、全体として楽観的であったが、ヨーロッパの代表者は悲観的な傾向があった。」3）と述べてい
る。上野陽一の指摘するように、この問題に対する見解は2つに分かれたのであった。
　シュレジソガーは、日本における技術的失業の不可避性を指摘するとともに、自国ドイツにおいて
も、単位時間当りの労働力の減少という能率の増大はみられたものの、失業者の絶対数が増加し深
刻な問題となっていることを説明した4）。また、マウロもそうした不可避性を認める見解を示してい
る5）。
　これに対し、エマーソン、ローエ、ギルブレスなどのアメリカ代表は、相対する見解を示してい
る。エマーソンは、「科学的管理法が、その帰結として失業を生み出すとすればそれは真の科学的管
理法ではない」6）という点を強調した。また、ローエは、「アメリカでは、科学的管理法は、過剰労働
者を他の職務や新しく設けられた部門へ配置転換することによって徐々に導入された」7）ため、技術
的失業の問題が深刻化するにいたらなかったことを説明した。そして、ギルブレスは、のちにアメリ
カの代表者は、「科学的管理法の目的が失業を増大させることではなくむしろ失業を回避することに
あるということを理解してもらう」8）ことを主眼としていた、と述べている。これらのことからも、
アメリカの代表からみると、科学的管理法の理念が国際的には十分に理解されていないという懸念が
あったとみてことができる。
　日本の参加者の主張は、これら2つの立場のそれぞれに分かれた。
　波多野貞夫は、「日本における技術的失業は過渡的なものではなく、永続的なものである。なぜな
らぽ、日本の産業は十分に発達しておらず、また国内市場と海外市場の双方とも限られているからで
ある。」9）と述べ、ヨーロッパの参加者と同様に「悲観論」的立場を示した。
　これに対し、荒木東一郎は、自動車の普及とともに人力車夫が自動車運転手へと職種を転換させた
例を紹介しながら、日本においても「科学的管理法の導入は、必ずしも失業の原因とはならない。」10）
と述べ、「楽観論」の立場をとった。
　第皿表に示した地方講演会においても、イタリア代表のマウロとアメリカの代表とでは、それぞれ
「悲観論」的主張と「楽観論」的主張に分かれることとなった。
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　こうした見解の相違は、ヨーロッパとアメリカのそれぞれの経験が異なっていることに由来するも
のであると考えられよう。
　アメリカにおいては、1910年から翌11年にかけての東部鉄道運賃事件を契機に、労働組合が科学的
管理をめぐる問題についての論争に加わることとなり、1910年代を通じて科学的管理法普及運動の担
い手であるエソジニアと労働組合との間で、科学的管理法の導入と失業の問題についての立ち入った
議論が交された。1920年代になると、運動の一方の担い手である政府およびエソジニアと他方の担い
手となってゆく労働組合による「協調的」運動が展開されることとなり、運動の成熟をみるにいた
る。このように、アメリカにおいては、早くも1910年代初頭から技術的失業問題についての議論がな
されており、1920年代になると、この問題の部分的解決が具体化する段階に達していたといえよう。
　一方、　ドイツやイタリアでは、運動の形成期は遅く1920年代になってからのことである。マウロ
は、初日の部会で、「ヨーロッパにおいて科学的管理法は製造業において生成し、いまや急速に銀行
や公共企業に浸透し流通部門・農業部門にまで拡大しつつある」11）と論じている。この説明からうか
がわれるように、ヨーロッパでは科学的管理法の導入は、アメリカに比べて遅れをとりながらも急速
な展開過程をたどった。また、こうした幅広い領域を対急とする普及運動の中核となったのは、ドイ
ツではRKW　1921年設立であり、イタリアではENIOS（1926年設立）であったが、これらはいず
れも政府による、いわぽ「上からの」産業合理化施策の実施機関であったとみることができる。その
ため、イタリアでは労働組合がこれらの中央機関に所属していたとはいえ、ドイツとイタリア両国
の労働組合はともに政府による産業合理化施策の策定に関与する立場にはなく、ましてやアメリカの
ように労働組合が対等の立場で運動の担い手となることもなかった。このように、運動の生成と展開
が急速であったことと労働組合の運動への影響力が弱かったこともあって、ドイツやイタリアでは、
技術的失業問題の回避について十分な議論を展開するにはいたらず、運動の主体である政府と中央実
施機関によってのみ、一方的な解決策の検討がすすめられていたにすぎなかった。
　このようなアメリカとヨーロッパのそれぞれにおける運動の生成と展開の違いが、技術的失業問題
についての「楽観論」と「非観論」という見解の相違を生み出すこととなったといえよう。
　こうした見解の相違はあったにせよ、万国工業会議が開かれた1929年においても、この技術的失業
問題が、国際的な課題となっていたことが確認される。
　（3）、標準化の問題
　構準化の問題も、技術的失業問題と同様に部会討論における1つの課題となり、部会初日から参加
者によるそれぞれの見解が示された。
　まず、アルフォードの論文が代読されたのちに、ギルブレス女史は、標準的作業の重要性を指摘し
た12）。ついでV．ダーヴェソター（V．Derventer）による、アメリカにおける標準化生産（Stand・
ardized　Quality　Production）の生成と展開について概説した論文が桐渕勘蔵によって代読された。
この論文に対して、上野陽一は、「『標準化された製品の大量生産』という言葉とr標準化された作業
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での大量生産』という言葉を明確に識別する必要がある」ことを指摘し、「製品が標準化されていな
い場合においても、製品をつくるのに必要な作業は標準化される」ことを強調した13）。ダーヴェソタ
ーの論文は、部品と製品の標準化に限定して論じられたものであるが、ギルブレス女史と上野陽一
は、工場のレイアウトと作業の流れの改善および時問測定にもとつく作業標準化の重要性を指摘した
のであった。
　部会2日目にマウロによる報告があったのち、シュレジソガーは、ドイツの標準化実績に比べて
「日本では標準化の欠如が顕著である」点を指摘し、「日本政府が問題解決のために積極的役割を担
う」ことを期待する見解を示した14）。さらに、部会3日目には、伍堂卓雄による呉海軍工廠の事例が
紹介された。報告のなかで、伍堂卓雄は、1919（大正8）年のリミット・ゲージ・システムの採用に
よる互換性部品の製造と、それにともなう生産管理手法および生産組織の改善について、図表を用い
て詳しく解説した。ギルブレス女史は伍堂卓雄の報告について、のちに「日本のエソジニアがもって
いる科学的管理法の諸原則についての知識、かれらによるその適用法を示す明快な資料となるもので
あった」15）と述べている。
　すでに述べたように、国際的管理運動の生成のなかで、工業品規格の国際的統一をはかろうとする
動きが最初にみられた。この時期には、ISAも設置され、国際規格制定の実施段階に入っていた。
そのため、標準化・規格統一の問題は、この時期において、より重要な課題として国際的に認識され
るにいたったとみられる。こうした背景があったため科学的管理部会においても、標準化の概念や事
例について参加者による活発な討論がなされたとみることができる。
　（4）、医学的・心理学的アプローチ
　部会3日目からは、医学博士や心理学者による研究が報告された。
　まず高橋孝太郎による研究が報告された。高橋孝太郎は、これまで農商務（商工）省嘱託医とし
て、第N表に示すような労働能率に関する医学的研究の成果を蓄積していた。部会で報告したr酸素
消費量と食事時刻』は当時の研究をまとめたものである。
　報告のなかで、高橋孝太郎は、「同一動作に消費する酸素消費量は作業時間の経過にともなって漸
次減少する。この際、慣習的食事を廃すると酸素消費量は増大する。」という研究成果を明らかにし、
「科学的管理の上から見て作業による酸素消費量の消長は誠に看過し得ない一事実と思ふ。」と述べ
ている16）。また、rリベット作業手の賃金配分率』についての報告では、　リベット作業にたずさわる
焼方手、押方手、打方手それぞれの酸素消費量の差からみた作業量の違いを明らかにし、それに相応
する賃金配分率が考究されなけれぽならない点を指摘している17）。
　高橋孝太郎の報告ののち、食事の質や作業者の仕事に対する興味と食事時刻の関係について中山太
一より質問があり、高橋孝太郎はこれまでの研究にもとつく見解を明らかにしている18）。また、桐渕
勘蔵は、頭脳労働における酸素消費量の測定法について尋ねたが、高橋孝太郎は、研究の趣旨がそう
した問題の解明にあるのではないと答えている19）。
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第IV表　高橋孝太郎氏によて労働能率に関する研究
研　　　　究　　　　テ　　　　ー　　　マ
『工業調査彙報』
巻　1号 発表年月
労働能率の研究業績鞭　　　　　　　　1・　・　大正14年・月
同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（承前）　　3　　　　2　　　大正14年12月
同　　　　　　　　　　（三）　・1・　大正・5年・月
同　　　　　　　　　　（四）・［・　大正15年・月
「エネルギー」代謝試験に依る労働能率の研究第1回報告（其一）　　4　　　　1　　　大正15年5月
同　　　　　　　　　（其二）　4　21大正・5年・月
同　第2回報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　　　4 大正15年11月
同第・回賠　　　　　　　　　i・　・ 昭和2年5月
ダグ・頑法による労働能率研究灘解　　　　（上）・1・ 昭和2年10月
同　　　　　　　　　’（下）1・1・ 昭和2年12月
能率的に勤労老の食事時刻を定むる空腹の研究 ・1・1昭和・年・月
動作開始直後より観察したる動作時に於ける酸素消費量の経過を
qべて動作時に於ける呼気採集の時期に及ぶ　　（第1回報告書 ・！・　昭和・年・月
黎騰繋郵講と懲藤消費量の経過を述べ働㈱こ　・1・1昭和・年・・月
黎鰐鶴㍊講と懲酸素瀕量の経過を嘔瑠鰭割・1・1昭和・年12月
（出典）　農商務省・商工省編『工業調査彙報』第3巻第1号～第6巻第3号
　2日間の見学旅行ののちの部会最終日には高峰博による神経性疾患の診断法についての研究と、
B．ペーターマン（B．Petermann）による産業心理学の研究動向に関する論文が報告された。
　高峰博は、精神的能力（mental　capacity）という問題について、実験結果をまとめた統計表をも
ちいて詳しく解説した20）。
　また、ペーターマソは、科学的管理法は心理学研究と関わりをもってきたのであるが、いまや人間
の活動が全体として考慮されるゲシュタルト心理学の観点から科学的管理研究がすすめられなけれぽ
ならない、という点を強調した21）。
　このように、科学的管理部会において、医学的・心理学的研究が提出論文の半数をしめるほど報告
されたことは、1920年代末になって、こうしたアプローチからの科学的管理研究が、国際的にいっそ
う重視されるにいたったことを示しているといえよう。ギルブレス女史は、この点に関して、「手法
の面で斬新であったものは、そのほとんどが、エソジニアによる報告されたものよりも医学博士や心
理学博士によって報告されたもののなかにあった。」22）と述べている。
　以上のように、科学的管理部会における議論は、1920年代における科学的管理問題についての国際
的動向をよりいっそう明確にすることとなった。すなわち、1920年代末になると、国際的な会議の場
では、科学的管理法のより広い領域への適用について、すでに国際的運動の生成期から重視される傾
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向にあった技術的失業問題および標準化、規格統一といった問題を中心に、新しいアプローチによる
研究成果をとりいれながら議論されることとなったのである。
注1）LM．　Gilbreth，“A　Taylor　Society　Delegate’s　Report”，　Yoiti　Ueno，“The　Scientific　Management
　　Discussions”，、Bulletin　oゾTaylor　Society，　Vol．　XV，　No．1，　February，1930，　p．41，　p．44．　World
　　Engineering　Congress，‘‘、Proceeding　oゾ’加World　En8・ineering　Congress”，　Vo1．　XXXVIII，1931，　p．39．
　2）World　Engineering　Congress，　op．　cit．，　p．39．
　3）　Yoiti　Ueno，　op．　cit．，　p．44．
　4），5），6），7），9），10）World　Engineering　Congress，　op．　cit．，　p。48．
　8）L．M．　Gilbreth，　op．　cit．，　p．42．
　11）World　Enginee血g　Congress．　op．　cit．，　p．39，
　12）　Ibid．，　p．14．
　13）　Ibid．，　p．14，　Yoiti　Ueno，　op．　cit．，　p．44．
　14）World　Engineering　Congress，　op．　cit．，　p．48．
　15）L．M．　Gilbreth，　op．　cit．，　p．42．
　16）World　Engineering　Congress，　op．　cit，，　p．97．
　17）　　Ibid．，　p．224．
　18）　　Ibid．，　p．166。
　19）　　Ibid．，　p．225．
　20），21）　Yoiti　Ueno，　op．　cit．，　p．45．
　22）L。M．　Gilbreth，　op．　cit．，　p．42．
おわりに
　本稿における以上のような考察・検討から明らかになったことを、おわりに付記しておこう。
　まず、科学的管理運動の国際化は、1920年代初頭における工業規格の国際的統一をはかる動きには
じまり、20年代を通じて、アメリカにおける経験に学びながらその運動の性格を反映するという方向
で、漸次進展していったことである。
　第2に、国際化の進展するなかで、科学的管理法の導入による失業の問題と標準化・規格統一の問
題がとくに重視され、また、医学的・心理学的見地からの労働科学研究も科学的管理に関する重要な
アプロー・一チとして国際的に認められるにいたったことである。
　第3に、1929年に開かれた東京万国工業会議科学的管理部会における討論は、1920年代における国
際的管理運動の動向を反映し、そしてまた科学的管理問題に対する国際的認識をいっそう明確にする
ものであったということである。
　1930年代になると科学的管理運動の国際化は、さらに進展することとなる。その時期の国際的運動
の性格と科学的管理問題についての国際的認識の検討は、別稿にゆずることとしたい。
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